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はじめに

本論文は、研究開発プロジェクトの評価と選択における組織能力（Organizational

Capabilities）（Teece,PisanoandShuen,1997;LeonardBarton,1992）に焦点をあてて、

特に日本の電気機器産業に属する企業を対象とした分析と考察を行った。分析の主題は、

日本の電気機器産業に属する企業が保有する、研究開発プロジェクトの評価と選択におけ

る組織能力の内容と形成要因である。

本論文において、研究開発プロジェクトの評価と選択とは、「企業の研究開発活動にお

いて、どの開発プロジェクトに、どのくらいの期間、いくら投資をするか、という選択的

意思決定」を意味している。

企業の研究開発活動は、開発テーマの選択を行う初期段階から、中間段階でのモニタリ

ング評価によるスクリーニングを経て、最終段階での製品化の意思決定までの、一連の選

択的意思決定の連鎖と捉えることができる。選択的意思決定に際して各企業は、保有する

知識､経験､蓄積を活用して､収益につながる成果を最大化するための最適解を導き出し、

2004年10月１日提出、２００４年１２月１日審査受理。
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＜査読付き投稿論文＞

意思決定の結果をその最適解と一致させようとする'。

しかし仮に、方法論的な最適解が求まっており、企業がそれを認識していたとしても、

実際の研究開発過程における資源配分の変更は、人材、組織、制度、システム、外部環

境、政治などの要因との関連から、必ずしも実現可能ではない、あるいは過剰に反応して

しまうことがありうる。また、方法論的に導出された最適解は、常に一定ではなく、時系

列で多様に変化しうるものである。

したがって、選択的意思決定において、変化する最適解を認識し、対応する能力の有無

が、研究開発から得られる成果や収益に対して、重要な影響力を持つと考えられる。本論

文では、このような能力を「研究開発プロジェクトの評価と選択における組織能力」と呼

び、日本の電気機器産業に属する企業の中で、高い収益性を持つ企業が、研究開発プロジ

ェクトの評価と選択においてどのような組織能力を保有しているか､組織能力の形成には、

どのような要因が関係しているのか、について、分析、考察を行う。分析は、本論文にお

いて実施した、質問票調査によって収集したデータを用いた多変量解析によって行う。

本論文は次のように構成されている。第１に、上記でまとめた本論文の内容に関連する

主な研究をまとめる。第２に、それらの関連研究を参考に、本論文で論点とする内容をま

とめる。第３に、分析上の仮説を設定する。第４に、分析の方法、変数、データをまとめ

る。第５に、分析結果をまとめ、考察を行う。考察に伴い、追加的な分析も実施する。第

６に、総括を行う。

１．関連研究

最初に、本論文に直接関連する研究をまとめる。第１に研究開発評価手法に関する研究、

第２に研究開発過程（プロセス）に関する研究、第３に研究開発評価システムにおける組

織能力に関する研究、である。これらの関連研究から、本論文に対する示唆を見出し、主

な論点を設定する。

1.1研究開発評価手法に関する研究

研究開発資源をどのプロジェクトに配分するべきか（しないべきか)、という問題に答え

ようとする研究は、古くから検討されてきており、その研究蓄積は膨大である。

一連の研究開発プロジェクトの評価と選択に関する研究のレビューは、Ｃｅｒｔｏｎｅｔａｌ．

（1967）とSouder（1978）で行われている。同様に、Jackson（1983)、Souderand

Mandakovic(1986)､Steele(1988)､Weberetal.(1990)､SchmidtandFreeland(1992） 

でも、それぞれレビューが行われている。

SouderandMandakovic（1986）は、一連の研究開発プロジェクト選択モデルに関する

研究を４つに分類している。すなわち、（１）古典的方法論、（２）ボートフオリオモデル、

（３）プロジェクト評価技術、（４）組織的意思決定方法、である。

（１）古典的方法論に関する研究は、プロファイリング、チェックリスト、スコアリン

グ、財務指標に関するものが中心であり、線形的なプロジェクトの順位付けに注力してい

１例えばＫｉｎｅ（1985）やRosenbloomandSpencer（1996）における"Chainlinkedmodel''は、本論
文における研究開発過程の考え方と類似している。
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るという傾向がある。実務上の有効'性について、現在も議論が継続されている方法論もあ

る。

（２）ポートフオリオモデルに関する研究は、Ｒ＆Ｄボートフオリオの構築方法とその

解釈、戦略的分散の最適化（Optimization）に関する研究である。Ｒ＆Ｄボートフォリオ

は、研究開発プロジェクトを複数の軸（表現上は２軸）で分類し、バランスをチェックす

るために使用される。

（３）プロジェクト評価技術に関する研究は、個別の研究開発プロジェクトを評価

し、財務的な価値を推定する方法、テクニックに関する研究である。ＮＰＶ（NetPresent

Value)、ＩＲＲ(InternalRateofReturn)、ＤＣＦ(DiscountedCashFlow)、ディシジョン・

ツリー（DecisionTYee)、効用理論、モンテカルロ・シミュレーション、リアルオプショ

ン、リスク分析モデル、などを代表として、多くの方法論研究が行われている。

（４）組織的意思決定方法に関する研究は、研究開発プロジェクトの進行過程（プロセ

ス）において、経営担当者や研究開発部門マネジャーが、どのように意思決定を行うか、

に関する方法論についての研究である。これらの研究では、開発プロセスの設計との関連

における組織的意思決定が議論されることが一般的である。

これらの研究は、定量的な評価手法の開発と活用に関するものである。本論文との関連

では、それらが組織能力と呼べるかどうか、すなわち、成果に影響を及ぼしているのかど

うか、についての検証を行う意義が示唆されている。

1.2研究開発過程（プロセス）に関する研究

AbernathyandRosenbllom（1968）は、連続的（sequential）なプロセスと並行的

（Parallel）なプロセスという２つの選択的モデル（alternative）を提示している。

連続的（sequential）なプロセスの具体的な方法論として、ＰＰＰ（PhasedPrOject

P1anning）がある2．ＰＰＰでは、研究開発のプロセスをいくつかの段階（フェーズ）に分

割し、段階ごとに高度な専門分化が行なわれる３．ＰＰＰが発展した方法論のひとつとし

て、ステージゲートプロセス（ＳＧ：StageGateProcess）がある（Cooper,1993)。ＳＧで

は、開発プロセスを複数の「ステージ（Stage)」と「ゲート（Ｇate)」に区分する。ステ

ージは、開発段階ごとに複数設定される。ゲートは、意思決定のポイントである。ここで、

プロジェクトの継続（Ｇｏ)、一時停止（Hold)、差し戻し（Recycle)、打ち切り（KiU）が

決定される。

一方、並行的（parallel）なプロセスの具体的な方法論として、コンカレント．エンジ

ニアリング(ＣＥ:ConcurrentEngineering)がある。ＣＥとは､開発における複数の機能、

フェーズ間に、重複を持たせる方法論である。特に設計段階で、後工程で発生する可能性

２ＰＰＰは、１９６０年代から１９９０年代にかけて、米国航空宇宙局（NASA）の開発プロジェクト「アポロ

計画」で適用されたことで、広く知られるようになった。

３ＰＰＰの代表的事例として、１９７０年代のIBMによるメインフレーム・コンピュータ開発事例がある（人

間能力開発センター、1980)。ＩＢＭは全世界の関連部門の連携によってメインフレーム・コンピュータ

の開発を行った。このときにＰＰＰが使用された。ＩＢＭでは開発フェーズを６つに分割していた。すな

わち、１）製品開発計画の設定、２）製品の設計、３）製品の試作と試験、４）製造準備、製造開始、

５）出荷検査、６）製品の実績評価、である。開発はこのステップごとに実施され、あるフェーズから

別のフェーズに移行するためには、本社の経営会議の承認を必要とした。フェーズレビューに関与する

人数は極めて多かった。

インパーショレン･マ誌ジノ《ﾝトハノb､２
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の高い問題を予測し、対処しておくこと（FrontLoading）による、開発コスト削減の効

果が期待されている。

ＣＥについては、Ｉｍａｉ,NonakaandnIkeuchi（1985)、C1arkandFUjimoto（1991)、

Isansiti（1995)、EisenhardtandThbrizi（1995）など多くの研究があり、概ね、コスト

削減効果があることが支持されているものの、技術的な変化が激しいコンピュータ産業な

どでは、十分な効果が期待できないという主張もある（EisenhardtandThlbrizi,1995)。

これらの研究は、研究開発過程における、経営担当者や研究開発部門マネジャーの意思

決定に関するものである。本論文との関連では、研究開発過程の設計（フェーズレビュー

のあり方や開発組織内外のコミュニケーションのあり方など）が組織能力と呼べるかどう

か、についての検証を行う意義が示唆されている。

1.3研究開発過程における組織能力に関する研究

本論文ですでに用いている用語である、「組織能力」とは、「競争優位やレントをもたら

すルーチン、スキル、補完的資産の束」（Tbece,PisanoandShuen,1997)、「競争優位を

際立たせそれに貢献する知識セット」（LeonardBarton，1992）であり、競争優位をもた

らす開発成果に、有意な正の影響を及ぼす組織的要因である。

ここでは、研究開発過程における組織能力に関する研究のうち、本論文と関係性の強い

研究についてまとめる。

桑嶋（1999）は、７年分の治験薬の開発データをもとに、大手製薬会社10社における、

臨床試験のプロジェクト生存関数パターンを比較している。その結果から、第１に、医薬

品の研究開発における「goorno-goの判断能力」が企業ごとに異なり、特に武田薬品の生

存関数パターンが特徴的であることを指摘している。そして、この判断能力の違いが、新

薬上市数などの開発パフォーマンスに影響を与える可能性を示している。第２に、臨床試

験の「プロトコル（治験実施計画）のデザイン能力」も企業間で異なり、開発パフォーマ

ンスに影響を及ぼしていることを示している。

本論文との関連では、医薬品産業における「goorno･goの判断能力」や「プロトコル(治

験実施計画）のデザイン能力」に相当するような組織能力が、電気機器産業において見出

されるかどうかを検証する意義が示唆されている。

赤瀬（2000）は、合成樹脂の製品開発プロセスの研究を行っている。情報処理モデルに

よる合成樹脂の製品開発プロセス記述および、パンパー向け材料（ポリプロピレン）の開

発、ＣＤ／ＭＯ向け材用の開発（ポリカーボネート）の開発に関する事例研究を通じて、開

発プロセス内のどの部分が重要なのかについて、考察を行っている。

その結果、「タスク・ジャッジ」と呼ばれる段階が、非常に重要であると指摘している。

タスク・ジャッジは、試作品のフィードバックデータと技術の蓄積を元に、必要な設備、

予算、人員の判断を行う、中間段階での情報処理プロセスである。赤瀬は、このプロセス

の判断に、トップが関与して、適切な判断が行われたかどうか､が重要であるとしている。

本論文との関連では、中間段階での資源配分の変更が、収益性につながっている可能性

が示唆されており、さらにその段階でのトップの関与が重要であると想定される。

三菱化学ＣＴＯ（ChiefTbchnologyOfficer）のジョージ・ステフアノボーラス（George

Stephanopoulos）は、2002年の講演資料において、「バブルアップ」による研究開発を批

判し、技術プラットフォームの構築を主張している。これは、三菱化学における初期段階

JbumaﾉofInnovajVOnM臼nagBmentⅣ0.2
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の研究が、探索的に行われており、その結果、偶然出てきた成果をビジネスにつなげてい

こうとする傾向があることを指摘したものである。技術プラットフォームとは、新製品の

いわば共通の基盤となるものであり、社内リソースだけではなく、外部のさまざまな技術

やアイデアも、インプットとして投入されなければならない、とステフアノポーラスは主

張している。

本研究との関連においては、電気機器産業においても、化学産業と同様に、全社的研究

所における、技術プラットフォームの構築の重要性が認められるか、を検証する意義が示

唆されている。関連して、中間段階での技術的な統合、絞込み、投入資源増加といった柔

軟性の高い研究開発管理の有効性が支持されるか、を検証する意義も示唆されている。

椙山（2000）は、カラーテレビ産業の製品開発を事例として、製品開発プロセスにおけ

る戦略的柔軟性と、モジュラー化の効果を分析している。戦略的柔軟性の概念は､Sanchez

（1995）によって定義されている。第１に、幅広く選択でき、第２に、資源間の切替えコ

ストが小さく、第３に、切替えのスピードが速いこと、を意味する。

椙山は、この戦略的柔軟性を実現する組織能力として、組織と製品のモジュラー化を重

視し、カラーテレビ産業を対象にして、実証的な研究を展開している。製品レベルでは、

プラットフォーム型開発方式の導入を取り上げ、テレビの根幹をなす部品であるシャーシ

を共通化したことを指摘している。組織レベルでは、研究開発組織の国際化とモジュラー

型の組織構成への変革を取り上げ、製品のモジュラー構造に対応した組織構造が、市場へ

の迅速な対応に効果的であることを指摘している。

本研究との関連においては、開発組織の構成がモジュール化していることが、研究開発

における戦略的柔軟性を高め、収益性を高めているかを検証する意義が示唆されている。

斉藤(2003）は、２３のエレクトロニクス分野におけるヒット製品の開発プロセスを、「研

究開発フロー＆ストック・ダイヤグラム」によって分析し、その成功要因として主に次の

４点を指摘している。第１に製品化決断のための意思決定の関与、第２に先行自社製品の

改良であること、第３に複数チームによる競争的開発、第４に「強い意志の持ち主」の存

在である。これらの指摘は、いずれも本論文においても考慮されるべきものである。

以上の関連研究から得られた示唆を元に、電気機器産業について、本論文が分析、考察

する論点および仮説を導出する。本論文の意義は、関連研究に示唆されながらも、十分に

は検証されていない論点について、質問票調査によって収集したデータを使用し、分析と

考察を行う点にある。

２．論点

関連研究から得られた示唆から、本論文における４つの論点を設定する。

2.1定量的評価手法の活用

研究開発過程におけるフェーズレビューには、さまざまな手法がある。どの手法を用い

るか、手法をいくつか組み合わせるのか、という問題は、企業の研究開発における資源配

分の目標設定によって異なる。資源配分の目標は下記の３つに分類可能であろう。

第１は、プロジェクトによる価値、特に投資に見合うだけのリターン（収益）を得て、

それを最大化することである。この場合､ＤＣＦ(DiscountCashFlow)､ＮＰＶ(NetPresent

イソベーシヨン･ﾏｦﾋ亥ｽﾞﾝﾉMVo､２
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Value)、ＩＲＢ（InternalRateofReturn）などが一般に使用される。

第２は、プロジェクトのバランスを最適化することである。プロジェクトのバランスと

は、自社内の他のプロジェクトとの関係を考慮に入れた、資源配分のことである。この場

合、ボートフオリオ分析（PortfblioAnalysis）が一般的に使用される。

第３は、戦略との整合性をとることである。ボートフォリオ分析の一部が用いられるこ

ともあるが、基本的には、財務的な情報、ボートフオリオ分析の結果、市場動向などを参

照して検討される。

これらの定量的手法の活用が、収益性にどのような影響を及ぼしているのかが、第１の

論点である。

2.2ライン参加か非参加か

研究開発プロジェクトの評価と選択において、ライン、すなわちプロジェクト実施者が

評価に参加するか、しないか、は重要な問題である。どのような手法を用いるにせよ、プ

ロジェクトの評価には、プロジェクト遂行者にしか知りえない情報が必要となる。ライン

は概ね技術者であり、例えば開発中の技術の周辺動向にも詳しいであろうし、実際にプロ

ジェクトを進めていく中でプロジェクト固有の技術的問題点や可能`性に対する情報、意見

を持っている場合が多いと想定できる。

しかし一方で、プロジェクトに参画しているラインの人々は、プロジェクトを成功させ

たいという強い動機を持っている場合が多いだろう。また、プロジェクトに対して一定の

「愛着」を持っていることも想定される。このようなラインがプロジェクト評価に参加す

ることは、－面、評価のための情報量を増やす一方、中立的な評価をしにくくしている側

面があることも否定できない。

日本においては、プロジェクト評価は特殊なことではなく、ラインが様々なスタッフ的

な業務に参画する傾向が強いようである。いわゆる「現場主義」的な考え方が浸透してい

ることによるものであろう。Stage-Gateでは基本的に、このようなラインが評価に参加す

ることを想定しておらず、あくまで評価実施者はスタッフ（専門スタッフ）である。

ラインが評価に参加するのか、しないのか。そのことが、収益性にどのような影響を及

ぼしているのかが、第２の論点である。

2.3開発組織内外のコミュニケーション

ＣＥにおいては、研究開発過程における研究者間のコミュニケーションによるフロン

ト・ローディングが強調されている。より一般的には、研究開発組織における技術者間で

のコミュニケーション行動において、外部情報が、「ゲートキーパー」と呼ばれる少数の研

究者を経由して､他の組織メンバーに伝達されるメカニズムが明らかにされている(Allen，

1977)。この研究において、ゲートキーパーが決定的に重要な役割を果たし、研究開発成

果に強く関連していることが示されている。このような２段階のコミュニケーション・フ

ローに対して、「トランスフオーマー」と呼ばれる情報の翻訳、伝達を担う役割が存在する

として、３段階のコミュニケーション・フローの存在も指摘されている（原田、1998)。

こういった開発組織内外のコミュニケーションが、収益性にどのような影響を及ぼして

いるのかが、第３の論点である。
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2.4技術プラットフォームの構築

技術プラットフォームとは、新製品のいわば共通の基盤となるものである。一種の共通
のフレームワークであり、そこからある期間にわたって、一群の製品ないしはサービスを

生み出すことができる（RosenbloomandSpencer,1996)。例えば、ソニーのウオークマ
ンでは、プラットフォーム型の開発を重視し、数少ない設計プラットフォームと柔軟な製
造方式の採用によって、新しいモデルの設計コストを最小化することができたといわれて
いる（SandersonandUzumeri,1995)。

このような技術プラットフォームは製品によって異なるが、電気機器産業においては、

おそらく中核製品の上流設計段階で構築されると考えられる。技術プラットフォームの構
築の有無が収益性にどのような影響を及ぼしているのかが、第４の論点である。

2.5研究開発パイプライン管理の柔軟性

多くの関連研究で、研究開発過程における開発段階の一部における評価と選択の能力、
あるいは全体のデザイン能力の重要性が指摘されていた。例えば、桑嶋（1999）における

「goorno･goの判断能力」および「プロトコル（治験実施計画）のデザイン能力｣、赤瀬
（2000）における「タスク・ジャッジ」は、いずれも、研究開発過程における評価と選択
の能力を意味していると考えられる。

ここで、研究開発過程における評価と選択の意思決定の結果が表現されたものとしての、

研究開発パイプラインという考え方を導入し、その柔軟'性を論点とする。これにより、関

連研究で示された複数の能力を統合的に取り扱うことが可能となる。

「研究開発パイプライン」とは、研究開発の初期段階（Front-end）にある開発プロジ

ェクトの数が、スクリーニングを経て徐々に減少し、製品化段階に入り、上市するまでの

間で、さらに少なくなっていくというような、時間経過による技術的可能性の絞込みの様

子、を意味している。研究開発パイプライン管理に関して、明示的に取り扱っている研究

は､まだ少ないが､優れた研究成果が提示されてきている(HarrisandMckayb1996;Boer，

1999；桑嶋、1999;DingandEliashberg,2002；Chesbrough,2003)。

本論文では、研究開発パイプラインの柔軟性を、組織能力の１つと考える。一般に、戦

略柔軟性とは、Sanchez（1995）によって定義されている。すなわち、第１に、幅広く選

択でき、第２に、資源間の切替えコストが小さく、第３に、切替えのスピードが速いこと、

を意味する。この戦略柔軟性を参考にして、本論文では、研究開発パイプラインの柔軟性

を、「研究開発パイプライン管理において、時系列で変化する最適解を認識し、対応・調整

する組織能力」と定義する。具体的には、研究開発パイプラインの柔軟性を示す変数とし

て、次の３つを想定する。

第１に、「パイプラインの初期段階におけるテーマ選択、採択率」である。これは、技術

的に不確定な要素が多い段階で、どの程度の要素技術に初期投資を振り分けるか、という

点に関する変数である。第２に、「パイプラインの中間段階でのテーマ選択、継続率」であ

る。これは、技術的に不確定な要素が、ある程度減少してくる段階で、どの要素技術に投

資を行うか、行わないか、という点に関する変数である。第３に、「パイプラインの中間段

階の評価タイミング」である。これは、いつ中間評価を行うか、という点に関する変数で

ある。

これらによって示される研究開発パイプラインの柔軟性が、収益性にどのような影響を
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及ぼしているのかが、第４の論点である。

３．仮説

本論文において設定した分析仮説を、ここでまとめる。仮説は、各論点に対応して５つ

設定されている。全ての仮説は、電気機器産業に属する企業の、研究開発過程を対象とし

て設定されている。

第１仮説は、定量的評価手法に関するものであり、その活用が評価の客観性、選択の効

率'性を高め、収益性を高めると想定する。

Ｈ１：定量的評価手法を用いることが、収益性に正の影響力を持つ

第２仮説は、研究開発評価にライン（研究担当者）が参加するかどうかに関するもので

あり、ラインが参加することで、プロジェクトに対する防衛的な反応が現れ、収益性を低

めると想定する。これはＳＧをはじめとする管理手法が想定する内容に従ったものである。

Ｈ２：評価にラインが参加しないことが、収益性に正の影響力を持つ

第３仮説は、開発組織内外のコミュニケーションに関するものであり、関連研究の想定

に従って、コミュニケーションが活発であることが収益性を高くすると想定する。

Ｈ３：開発組織内外の研究者のコミュニケーションが活発であることが、収益性に正の影

響力を持つ

第４仮説は、技術プラットフォームの構築に関するものであり、関連研究の想定に従っ

て、その構築が収益性を高めると想定する。

Ｈ４：技術プラットフォームの構築がなされることが、収益性に正の影響力を持つ

第５仮説は、研究開発パイプラインの柔軟性に関するものであり、柔軟性指標が高いこ

とが、収益性を高めると想定する。

Ｈ５：研究開発パイプラインの柔軟性が高いことが、収益性に正の影響力を持つ

４．データ、変数、分析方法

仮説検証のための、データ、変数、分析方法をまとめる。

データは、質問票調査の結果を用いる。質問票調査の目的は、民間企業による研究開発活

動全般および研究開発評価活動についての基礎的なデータを収集･分析することである4．

質問票は、表１の構成にしたがって作成されている。重要な点は、個別の事業部（デイ

４調査は、文部科学省科学技術振興調整費（政策提言）プロジェクト（委員長：榊原清則慶應義塾大学
教授）の一部として実施されたものである。質問票は、主に筆者および横浜国立大学近藤正幸教授が協
力して設計・実施・分析した。質問票は、複数回にわたり、プロジェクト委員長および各委員からのコ

メントにより、改変をした。調査の全体については、プロジェクトの報告書を参照いただきたい。
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ビジョン、以下｢DIV」と表記）と、全社的な研究所（コーボレートレベル、以下「CORP」

と表記）という、企業内の２つの主体による研究開発活動を、それぞれ取り扱っていると

いうことである。質問項目は、これら２つの主体間で基本的には共通になるように配慮し

ている。このことにより、両者が比較可能となっている。

研究開発パイプラインについては、まずＣＯＲＰでの研究開発パイプライン、次にＤＩＶ

での研究開発パイプラインを考え、両者の間の承継率も考慮する。

表１質問票の構成

Ａ・会社の研究開発評価活動全体について

Ｂ・個別の事業部（デイビジヨン）で進められる、相対的に短期的な研究開発プロジェクトの
評価について

（｢個別の事業部（ディピジョン)」には、いわゆるカンパニーも含む）
Ｃ・全社的な研究所（コーボレートレベル）で進められる、相対的に長期的な研究開発プロジ
ェクトの評価について

調査対象は国内上場企業のうち製造業に属する上場企業である｡その対象に対して､2002

年９月から１０月にかけて質問票を郵送し回収した。回答は、各企業の研究開発担当マネジ

ャー（あるいは同等の方）に求めた。

質問票の発送数は、1,924件（１社に複数の調査票を送付している場合がある)、回収数

は390件、回収率は20.3％である。なお、重複、回答不十分を除いた分析対象件数は３５７

件である。

本論文では、回答のうち、電気機器産業に属する企業であり、かつ、収益性に関するデ

ータが得られた、３３社のデータのみを使用する。

次に変数についてまとめる。

本論文における従属変数としての収益性は、「特許収益性６」の１９９９年から２００２年まで

の平均値である「平均特許収益性６」を用いる。この指標は株式会社アイ・ピー・ビーに

よって開発されたものである。

「特許収益性6」は、「各社がオフバランス（貸借対照表に記載されない無形の）知的資

産を源泉として生み出されたと推定される収益額のうち、業種平均を超過する部分を表す

「超過知的資産収益（EXEOIA)」を総有効特許数で除すことによって求められる、有効

特許１件当たりの超過知的資産収益額」である（株式会社アイ・ピー・ビー、2003)。この

数値の過去４年間の平均値をとることで、企業単位で、生み出されている特許１件あたり

の超過知的資産収益額に表される、特許による収益性の、ある程度平均化された数値を得

ることができる。ここでは特許収益性６を企業の研究開発の成果を示す代理的な指標とし

て用いる５゜

ただしこの指標は、全産業で特許出願件数が上位500社に入る企業のみについて算出さ

れているので、分析上のサンプルが大幅に減少する。しかし同時に、サンプルを、産業内

において、研究開発力、技術開発力で相対的に上位にある企業に限定するという意味もあ

る。したがって、質問票の回答企業の中でも、特に研究開発に注力し、高度の開発力を保

有していると想定される企業が、分析対象となる。

５森・山本（2002）『知的資産の価値評価』東洋経済新報社、ｐ､９７において、エレクトロニクス産業の

特許の価値評価に関する記述がある。
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次に、独立変数についてまとめる。

独立変数は表２のように設定した。企業間の規模による差を除去するため、資本金額を

用いた規模ダミーを導入している。対応する質問の詳細な内容は、分析結果とあわせて記

述する。また、各変数内で、分析上の必要に応じて、因子分析（FactorAnalysis）に基づ

く設問の統合と、変数定義が実施される。それらの内容についても、分析結果とあわせて

記述する。

表２独立変数

変数名仮説

定量的評価手法の使用程度

プロジェクト評価へのライン参加の程度

研究者同士のコミュニケーション

技術プラットフォーム志向

研究開発パイプラインの柔軟性変数

資本金

Ｈ１ 

Ｈ２ 

Ｈ３ 

Ｈ４ 

Ｈ５ 

(規模ダミー）

分析方法は、それぞれ個別の因果関係を重回帰分析（MultipleLinearRegression

Analysis）で検証する。多重共線'性（Multicolhnearity）については、ⅥＦを測定し、問

題が発生していないことを確認している。

変数の詳細化にあたっては、必要に応じて、因子間の相関を認める斜交回転(PROＭＡＸ：

プロマックス法）を用いた因子分析によって測定指標（因子得点）を導いている。

因子抽出は、初期段階（回転前）での固有値１．０以上、因子抽出後の各構成質問の因子

負荷量０．５以上を条件とするのが一般的であるが、本研究では条件を厳しくし、因子負荷

量0.6以上とする。分析には、ＳＰＳＳ１２０１Ｊ（SPSS）を用いる。

５．分析結果と考察、追加的分析

Ｈ１からＨ５までの仮説を順に検証し、その結果について考察を行う。

５．１Ｈ１ 

Ｈ１は、「定量的評価手法を用いることが、収益性に正の影響力を持つ」である。従属変

数は平均特許収益性６である。独立変数は表３の通りである。

表３独立変数：Ｈ１

変数の構成質問の構成独立変数名

１「全くあてはまらない」から

５「全くその通り」までの

5段階リヅカートスケール

同上

できる限り定量的なデータに基づいた

評価を行うよう、評価方法を定めている

市場ニーズに適合しているかどうかを、

研究開発評価の重要な基準にしている

開発中の技術のポートフォリオを常に

チェックしている

評価手法･評価基準は随時見直しがなさ

れている

定量データ使用

市場ニーズ適合重視

技術ポートフォリオチェック

評価手法・基準の見直し

同上

同上
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重回帰分析結果は表４の通りである。切片以外の係数は標準化係数を用いている。

表４回帰分析結果：Ｈ１

平均特許収益性６

４ ３ ２ 1 

0.046 定量データ使用

市場ニーズ適合重視

技術ボートフォリオチェック

評価手法・基準の見直し

資本金

切片

Ａｄｊ－Ｒ２ 

サンプルサイズ

Ｆ･Value 

0.163 

0.168 

-0.002 

0.423鉢

-7.320 

0.125 

33 

3.366鉢

0.366鉢

-11.633稗

0.152 

３３ 

3.959*＊ 

0.412*＊ 

-8.463＊ 

0.128 

33 

3.411*＊ 

0.403*＊ 

-12.753*＊ 

0.153 

３３ 

ａ989*＊ 

＊ｐ<､1０＊*､01くｐく.0５＊**ｐ<,０１

回帰式はいずれも有意であり、資本金ダミーは有意に作用している。自由度調整済み決

定係数のレベルが低いが､クロスセクションデータの分析においては許容範囲内といえる。

したがって、分析の結果を解釈することができる。

分析の結果から、定量的なデータを評価に使用することを含む、すべての項目が、収益

性になんら影響を及ぼしていないことが明らかになった。したがってＨ１は棄却される。

４つの質問項目のうち、Ｈ１に対応するのは、「できる限り定量的なデータに基づいた評

価を行うよう、評価方法を定めている」および「開発中の技術のボートフオリオを常にチ

ェックしている」である。「市場ニーズに適合しているかどうかを、研究開発評価の重要な

基準にしている｣は､追加的に市場ニーズへの適合を重視する程度をたずねるものであり、

「評価手法・評価基準は随時見直しがなされている」は、それら手法、基準の見直し頻度

をたずねるものである。しかし、いずれも有意な影響を及ぼしておらず､本論文において、

研究開発による企業の収益性を示す変数として設定している、平均特許収益性６に対して

は、なんら関係性がないといえる。

関連研究についてまとめた内容からもわかるように、研究開発プロジェクトの評価と選

択については、様々な手法が長年研究されており、その研究蓄積は膨大である。それら手

法の全てが必ずしも収益性の向上を目指したものとはいえないが、少なくとも電気機器産

業において､定量的手法の活用が収益性を上昇させるという因果関係は確認できなかった。

5.2Ｈ２ 

Ｈ２は、「評価にラインが参加しないことが、収益性に正の影響力を持つ」である。従属

変数は平均特許収益性６である。独立変数は表５の通りである。

イソベーショLン･マヲヒジメントⅣ0.2
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表５独立変数：Ｈ２

独立変数名 質問の構成 変数の構成

1.評価結果（案）の段階で意見

を言うことができる

2.評価結果発表後に正式に意見

を言うことができる

3.関係しない

（評価の３時点別）

評価結果ﾍの実施者の関与謙鰯鱸確定に研究担当鮒

重回帰分析結果は表６の通りである。切片以外の係数は標準化係数を用いている。評価

結果への実施者の関与については、ＣＯＲＰとＤＩＶそれぞれにおける、事前、中間、終了

時の各評価時点に関してたずねている。

表６回帰分析結果：Ｈ２

評価結果への

実施者の関与
平均特許収益性６

２ ３ ４ ６ 

事前評価

中間評価

終了時評価

事前評価

中間評価

終了時評価

資本金

切片

AdjR2 
サンプルサイズ

F-Vbllue 

0.249 ＣＯＲＰ 

0.153 

0.144 

-0.236 ＤⅣ 

~0.356*＊ 

-0.500鉢＊

0.575**＊ 

-1.329 

0.356 

３０－ 

１９．２８６**＊ 

ｎ.514梓＊

～-3.466 

０．２４０ 

１■’３０Ｊ 

Ｉ56739**＊ 

0.445**＊ 

-10.448**＊ 

0.228 

３０ 

5.431**＊ 

0.444*＊ 

-9.371**＊ 

0.187 

３０ 

4.439*＊ 

0.445鉢

-8.865**＊ 

0.171 

２９ 

3.998*＊ 

0.449鉢

-4.954＊ 

0.190 

29 

4.398*＊ 

＊ｐく.１０＊*.01<ｐ<,０５＊**ｐ<,0１

分析の結果、式５および式６において、評価結果への実施者の関与程度が高ければ、平

均特許収益性６を有意に上昇させる影響力があることが､統計的有意性をもって示された６．

すなわち、ＤⅣ（事業部の研究所）における、中間評価と終了時評価において、研究担当

者が評価結果の確定に関与する程度が高いことが、平均特許収益性６に対して有意な正の

影響を持っているということである。したがって、Ｈ２は部分的に支持される。

ライン（研究担当者）が評価に参加することで、詳細な技術的な情報を評価に活用する

ことができる。しかし一方で、ラインによる開発プロジェクトへの「愛着」や、防衛が発

生し、評価の中立性が崩れる可能性がある。結果的に、中止すべきプロジェクトがそのま

ま継続されるため、見込みのないプロジェクトが終了時まで継続される可能性がある。

６符号条件が－（マイナス）であるのは、質問項目の割り当て数値が減少するほど、評価結果確定に対

して実施者が関与する程度が高いためである。

Jbumalofmno旧加nManagemenWo2
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研究開発プロジェクトの評価と選択における組織能力

例えば、日本における国の研究開発プロジェクトにおいては、評価へのライン不参加を

前提とする方向で、指針がまとめられている７．sＧなどの管理手法においても、基本的に

はライン不参加が前提となっている（Cooper,1993)。

本論文の結果からは、ライン（研究担当者）が評価に関与する程度が高いことが、開発

成果としての特許の収益性を高めることが確認された。このことは、日本企業におけるラ

インの研究担当者が、自分のプロジェクトに対して愛着や防衛に基づく行動をとるのでは

なく、中立的な立場から、豊富な技術的J情報を提供しており、それが有効に作用している

と考えることができる。

5.3Ｈ３ 

Ｈ３は、「開発組織内外の研究者のコミュニケーションが活発であることが、収益性に正

の影響力を持つ」である。従属変数は平均特許収益性６である。独立変数は表７にまとめ

た因子分析の結果から構成した8．独立変数の詳細は、表８にまとめている。

表７因子分析結果（PROMAX）Ｈ３

質問の樹成 FactorlFactor2Factor３ 

研究者同士の社内・社外でのコミュニケーションが活発だ

研究開発プロジェクトの形成、実行における非公式なコミュニケーションが活発だ

研究開発プロジェクトの一部の過程を他社に任せることが珍しくない

個別製品ごとではなく、製品ラインごとに開発チームを作っている

類似した研究開発プロジェクトが社内で複数並行しており、相互に競争している

相互に関連する研究開発プロジェクトを統合する役割の担当者がいる

研究開発プロジェクトの初期から商業化まで、一貫して責任を負うマネジャーがいる

研究開発過程中にチェックポイントを設けプロジェクトの実施、停止を判断している

研究開発プロジェクトを途中段階で停止することが珍しくない

複数の研究開発プロジェクトを途中段階で統合することが珍しくない

0.841 

0.843 

0.894 

0.632 

0.834 

0.868 

初期の固有値 2.6661.6851.257 

寄与率（％） 26.65916.85312.567 

表８独立変数：Ｈ３

質問の構成 変数の構成独立変数名

研究者同士の

コミュニケーションの活発さ
表７：Factorl 因子得点

７国の研究開発プロジェクトにおいて、評価者は、外部専門家および外部有識者によって構成される。

評価者は、プロジェクトの推進者と利害関係がないことが強く求められる（内閣総理大臣決定、2001)。

８因子分析では５つの因子が抽出されたが、ここでは第１因子しか用いない。第１因子には、コミュニ

ケーションの活発さに加えて、「研究開発過程中にチェックポイントを設けプロジェクトの実施、停止

を判断している」という項目が組み込まれているので、厳密にコミュニケーションの活発さだけを示す

因子とはいえない。また、表８には、第３因子までしか記入しない。第４因子、第５因子は、それぞれ

１つの質問を代表するものであり、情報の縮約効果はなかった。

インベーショLン･マ宗ジXﾝトリVｂ６２
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重回帰分析結果は表９の通りである。切片以外の係数は標準化係数を用いている。

表９回帰分析結果：Ｈ３

平均特許収益性６

研究者同士のコミュニケーションの活発さ

資本金

切片

Adj-R2 

サンプルサイズ

Ｆ･Value 

0.194 

0.391*＊ 

-7.586**＊ 

０．１９７ 

３２ 

4.919*＊ 

＊ｐく.1０＊*､０１くｐく.０５＊**ｐく.０１

分析の結果から、研究者同士のコミュニケーションの活発さは、特許収益性になんら影

響を及ぼしていない。したがって、Ｈ３は棄却される。

研究者同士の内外をまたぐコミュニケーションは、研究開発活動を活性化させ、技術的

な情報の交換を促進する。したがって、研究のレベルの向上や研究者の学習には貢献して

いると考えられるが、本論文で想定したような、直接的に収益性に影響を及ぼす要因とは

いえないようである。

5,4Ｈ４ 

Ｈ４は、「技術プラットフォームの構築がなされることが、収益'性に正の影響力を持つ」

である。従属変数は平均特許収益性６である。独立変数は表１０にまとめた因子分析の結果

から構成した9．独立変数の詳細は、表１１にまとめている。

表１０因子分析結果（PROMAX）Ｈ４

質問の構成 FactorlFactor2Factor３ 

研究開発戦略（技術戦略）を専門的に立案するマネジャーが社内に存在する

自社が開発してきた技術の延長線上での研究開発が、戦略上重要である

自社の技術を複数組み合わせた研究開発が、戦略上重要である

自社の技術と一線を画する斬新な研究開発が、戦略上重要である

研究開発プロジェクトをプロジェクト単位で他社に委ねることもありうる

特定の研究開発チームがスピンアウトすることが過去に何回かあった

スピンアウトを予定して、研究開発プロジェクトを形成することがある

基礎研究と応用・開発の橋渡しが重要である

基礎研究と応用・開発の橋渡し的役割を担う担当者（部門）が社内に存在する

研究開発では、最初から開発目標がはっきりしていることが重要である

自社の中長期経営計画に基づいて、研究開発プロジェクトが形成されている

0.701 

0.849 

0.792 

0.699 

0.897 

0.886 

0.746 

0.600 

0.648 

0.658 

3.7601.4481.189 初期の固有値

34.18413.16510.811 寄与率（％）

９１番目の質問項目はどの因子にも属さなかった。
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研究開発プロジェクトの評価と選択における組織能力

表１１独立変数：Ｈ４

変数の構成質問の構成独立変数名

因子得点表１０：Factorl技術プラットフォーム構築志向性

ここで、表１０の第１因子を、「技術プラットフォーム構築志向性」と呼ぶ理由は２つあ

る。第１に、自社内の技術の延長線上でかつそれらの組み合わせを志向していることを代

理していること。第２に、基礎と応用・開発の間をつなぎ、中長期の経営計画に基づく、

ビジョンに基づいた開発をおこなっていることを代理していること。厳密には、これらは

必ずしも技術プラットフォーム構築を示しているとはいえないが、ここでは、技術プラッ

トフォーム構築の志向性が強い企業の像をあらわしていると想定する。

重回帰分析結果は表１２の通りである。切片以外の係数は標準化係数を用いている。

表１２回帰分析結果：Ｈ４

平均特許収益性６

技術プラットフォーム構築志向性

資本金

切片

AdjR2 

サンプルサイズ

F-Value 

0.282＋ 

0.308＊ 

-7.108**＊ 

0.194 

３２ 

4.850*＊ 

＋ｐく.１１＊ｐ<,1０＊*.01<pく.0５＊**ｐ<､0１

分析の結果から、技術プラットフォーム構築志向性は、統計的有意性に問題があるもの

の、特許収益'性に正の影響を及ぼしている可能性が示された。したがって、Ｈ４は支持さ

れる可能性がある。おそらく、因子構成の上で多様な要因が縮約されているため、明示的

な関係性が見えにくくなっていると想定される。

5.5Ｈ５ 

Ｈ５は、「研究開発パイプラインの柔軟'性が高いことが、収益性に正の影響力を持つ」で

ある。従属変数は平均特許収益｣性６である。独立変数は、電気機器産業における柔軟性変

数である。柔軟性変数の詳細は、表１３および表１４に示されている。

インパーション･マヲヒジXﾝ/LＡｂ２
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表１３研究開発パイプラインの柔軟性変数

変数名 単位設問

貴社におけるプロジェクトの採択率は概ねどのくらいですか。

提案されたプロジェクト総数の」％）程度

貴社における中間（モニタリング）評価のタイミングについてお伺いします。

貴社では概ねどの程度の時間間隔で中間（モニタリング）評価を行いますか。

１.四半期２.半年３．１年４.不定期５.実施なし

貴社における中間（モニタリング）評価の実際の結果についてお伺いします。

プロジェクトに関する予算・人員が、大幅に増額･増員される割合はどの程度ですか。

採択率 比率

カテゴリ時間間隔

比率増加率

プロジェクトに関する予算・人員が、大幅に減額･減員される割合はどの程度ですか。
減少率比率

プロジェクトが中断される割合はどの程度ですか。 比率

比率

比率

中止率

承継率

事業化率

(終了時評価が）実施されるプロジェクトの_（％)＿程度が承継される

(終了時評価が）実施されるプロジェクトの_（％)＿程度が事業化される

表１４研究開発パイプラインの柔軟性変数（評価時点による整理）

独立変数の詳細は、表１５の通りである。

表１５変数表：Ｈ５

変数の構成質問の構成独立変数名

比率（時間間隔のみカテゴリ）表1３電気機器産業の柔軟性指標

JbumalofmnoMaliDnManagemenWo､２ －７４－ 

評価段階

事前段階 中間段階 終'了時段階

ＣＯＲＰ 採択率

時間間隔

増加率

減少率

中止率

承継率

ＤＩＶ 採択率

時間間隔

増加率

減少率

中止率

事業化率
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重回帰分析結果は表１６の通りである。切片以外の係数は標準化係数を用いている。

表１６回帰分析結果：Ｈ５

平均特許収益性６ＣＯＲＰ 

採択率

時間間隔

増加率

減少率

中止率

承継率

資本金

切片

Adj-R2 

サンプルサイズ

F-Vhllue 

-0.195 

0.354＊ 

0.381鉢

0.238 

0.417鉢

0.129 

0.595鉢

-10.494鉢＊

0.287 

１６ 

4.220*＊ 

0.560稗＊

-5.504＊ 

0.246 

２４ 

4.925鉢

0.452鉢

-15.693**＊ 

Ｌ0.331 

２１ 

6.204群＊

0.591**＊ 

-136191**＊ 

0.399 

２０ 

6.127**＊ 

0.579**＊ 

-11.293**＊ 

0.242 

２０ 

4.201鉢

0.542**＊ 

-13.231**＊ 

0.380 

２１ 

7.434**＊ 

平均特許収益性６ＤＩＶ 

採択率

時間間隔

増加率

減少率

中止率

事業化率

資本金

切片

ＡｄｊＲ２ 

サンプルサイズ

F-Value 

-0.301 

-0.054 

0.385*＊ 

0.129 

0.026 

-0.163 

0.438*＊ 

-7.470*＊ 

0.121 

２０ 

2.380 

0.450鉢

-1.593 

0.200 

27 

4.378*＊ 

0.532鉢

-7.452 

0.201 

21 

3.648*＊ 

0.488*＊ 

-13.862*林

0.281 

２３ 

5.505*＊ 

0.450鉢

-10.616鉢＊

0.139 

２３ 

2.856＊ 

0.451鉢

-9.228*＊ 

0.122 

２３ 

2.592＊ 

＊ｐく.１０＊*､０１くｐく.０５＊**ｐく.０１

分析の結果から、電気機器産業の研究開発パイプラインの柔軟'性と、特許収益性の間に

おける、４つの有意な関係性が見られた。特にＣＯＲＰ（全社的な研究所）において、３つ

の示唆に富んだ関係性が見られた。

第１に、ＣＯＲＰにおける中間時点でのモニタリング評価の時間間隔が相対的に長いこと

が、平均特許収益性６に対して有意に正の影響を及ぼしていた（pく0.06)。全社的な研究

所（コーポレートレベル）における研究は、モニタリング時期が、四半期、半年、１年と

長くなっていくにしたがって、特許収益性につながる成果を生み出しているといえる’0．

第２に、ＣＯＲＰにおける中間時点での増加率が、平均特許収益'性６に対して有意に正の

影響を及ぼしていた（pく0.05)。全社的な研究所において、注力すべきプロジェクトに対

して、重点的に予算・人員を大幅に増加することが、特許収益性につながる成果を生み出

すうえで重要な決定要因であることが示されたといえる。

第３に、ＣＯＲＰにおける中間時点での中止率が、平均特許収益性６に対して有意に正の

影響を及ぼしていた（pく0.02)。全社的な研究所におけるプロジェクトを、途中段階で中

１０従属変数の選択肢のうち、４および５は､Ｎ､Ａに変換している｡従属変数がカテゴリ変数であるため、
多項ロジスティヅク回帰分析も行ったが、同様の結果が得られた｡
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止する程度が高いことが、特許収益性につながる成果を生み出すうえで重要な決定要因で

あることが示されたといえる。

第４に、ＤＩＶにおける中間時点での増加率が、平均特許収益性６に対して有意に正の影

響を及ぼしていた（pく0.02)。

以上４つの有意な関係性から、次の３点の考察が可能であろう。

第１に、電気機器産業における特許収益性の決定要因は、事業部の研究所よりも、むし

ろ全社的な研究所、いわゆる中央研究所の位置づけにある研究所のマネジメントにあると

いえる。

事業部の研究所については、中間段階での増加率のみが正の影響力をもっており、見込

みのあるプロジェクトに資源を重点的に配分することが収益性を押し上げる効果があるこ

とを示している。この点については、電気機器産業における事業部の研究所において、特

定の領域に資源を「集中」することの重要性が高いと、理解することができる。むしろ、

中止率に影響力がないことから、事業部の研究所における領域の「選択」については、収

益性になんら影響を及ぼしていないことがわかる。つまり、事業部の研究所の段階では、

開発領域の選択は機能しておらず、すでに選択された領域への資源の集中のみが機能して

いることと考えることができる。

一方、全社的な研究所については、時間間隔、増加率、中止率がそれぞれ、特許収益性

に影響を及ぼしており、そのマネジメントのあり方が、収益に対して及ぼす影響は大きい

と考えられる。

電気機器産業における全社的な研究所における研究は、1990年代の基礎研究重視の風潮

から、その規模を拡大してきたが、近年、その規模は縮小される傾向にある。その理由は、

基礎に近い研究開発は収益につながらない、開発費がかかるわりに自社の製品に生かされ

ない、など、短期的な収益につながらないことが主である。

しかし、本研究の結果によると、特許収益性に影響を及ぼす要因として、全社的な研究

所のマネジメントは重要である。収益に対する「距離感」としては遠いかもしれないが、

「影響力」は、むしろ事業部の研究所における開発プロジェクトのマネジメントよりも大

きい可能性がある。

第２に、全社的な研究所における研究開発パイプラインマネジメントにおいて重要な点

は、中止率と増加率がともに正の影響力を持っているということである。中止率は、全社

的な研究所におけるプロジェクトを選択的に停止（terminate）または統合（integration）

することの効果を意味している。そして、増加率は、予算・人員を大幅に増加させるプロ

ジェクトの比率であるので、全社的な研究所におけるプロジェクトの加速（acceleration）

を行うことの効果も支持されている。

すなわち、全社的な研究所の段階で、領域が選択され、資源が集中されることが、収益

性に正の影響力を持っている。単純に規模を削減するという問題ではなく、資源配分を環

境変化と技術戦略にあわせて､柔軟に変更できる能力を高めることが重要であるといえる。

第３に、全社的な研究所における中間時点のモニタリング評価の時間間隔は、四半期、

半年、１年と、長くなっていくことが、収益性に正の影響を及ぼしている。全社的な研究

所において、どのようなプロジェクトを選択するか、という問題について、相対的に中長

期のモニタリングと判断を行うことが、収益性に正の影響力がある。

以上により、仮説5-4ｂは、部分的に支持された。
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5.6追加的分析

Ｈ５の検証を通じて、電気機器産業における全社的な研究所における研究開発パイプラ

インの柔軟'性が収益性に影響を及ぼす重要な要因であることが示された。電気機器産業に

おける全社的な研究所においては､将来のコア(中核）となる技術の開発が行われている。

電気機器では多数の特許で構成される製品もある。しかし、その中で、コアとなる特許は

それほど多くはなく、その特許を生み出すことのできる企業は、高い技術開発力、技術競

争力を持っているといえる。そのような企業は、結果的に収益性の高い特許を保有してい

ることになる。

ここでは、ＣＯＲＰにおいて収益に影響力のあった３つの比率を変動させる要因を探索的

に分析し、組織能力としての研究開発パイプラインの柔軟性を構成する要因を抽出した。

分析方法は､資本金によって規模をコントロールした単回帰分析による探索的検証である。

それらの分析から、特に、ＣＯＲＰにおける中間時点での中止率について、表１７に示す

興味深い結果が得られた。

表１７追加的回帰分析結果：ＣＯＲＰ中止率

CORP中止率

市場ニーズに適合しているかどうかを、研究

開発評価の重要な基準にしている

開発中の技術のボートフォリオを常にチェッ

クしている

評価手法・評価基準は随時見直しがなされて

いる

自社の中長期経営計画に基づいて、研究開発

プロジェクトが形成されている

資本金

切片

Adj-R2 

サンプルサイズ

Ｆ･Value 

-7.094*＊ 

-6.548＊ 

-5.036＊ 

-5.738＊ 

Included 

5L840**＊ 

0.092 

３９ 

2.969*＊ 

Included 

44,741**＊ 

0.038 

３９ 

1.761 

1ncluded 

38､917**＊ 

0.029 

３８ 

1.558 

lncluded 

46､145鉢＊

0.028 

３９ 

1.560 

＊ｐく.1０＊*.０１<ｐく.0５＊**ｐく.０１

すなわち、市場ニーズ、ボートフォリオバランス、中長期計画に基づいたプロジェクト

の管理を重視する程度が高いことが、ＣＯＲＰでのプロジェクトの中止率に有意な負の影響

を及ぼしている可能性がある。これは、既存のプロジェクト管理を重視し、それをＣＯＲＰ

にも適用することで、本来中止されるべきプロジェクトが継続している可能性を示唆して

いる’1。

'1修正済み決定係数の水準が低く、回帰式の有意性に問題があるので、参考としてみる必要がある。
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まとめ

本論文で行った仮説検証の結果をまとめると、表1８のようになる。

表１８仮説検証結果一覧

検証結果内容

定量的評価手法を用いることが、収益性に正の影響力を持つ

評価にラインが参加しないことが、収益性に正の影響力を持つ

開発組織内外の研究者のコミュニケーションが活発であること

が、収益性に正の影響力を持つ

技術プラットフォームの構築がなされることが、収益性に正の

影響力を持つ

研究開発パイプラインの柔軟性が高いことが、収益性に正の影

響力を持つ

棄却

棄却（逆の因果関係が支持）

棄却

Ｈ１ 

Ｈ２ 

Ｈ３ 

支持（ただし有意性が低い）

部分的に支持

Ｈ４ 

Ｈ５ 

分析の結果から、次の３点が重要な点として指摘できる。

第１に、日本の電気機器産業において、ライン（研究担当者）が評価に関与する程度が

高いことが、収益性を高めていることが示された。このことは、日本企業におけるライン

の研究担当者が､自分のプロジェクトに対して愛着や防衛に基づく行動をとるのではなく、

中立的な立場から、豊富な技術的情報を提供しており、それが収益性の高い開発成果を生

み出すことに有効に作用している可能性を示唆している。プロジェクト評価においては、

ライン不参加であることが、判断の公平性の確保のために重要とされているが、本研究で

は、ラインが評価に参加することで、実効性のある評価がなされているといえることが示

された。

第２に、電気機器産業の研究開発パイプラインにおいて、第１にＣＯＲＰ（全社的な研究

所）における中間時点でのモニタリング評価の時間間隔が相対的に長いこと、第２に

CORPにおける中間時点での増加率、第３にＣＯＲＰにおける中間時点での中止率、第４

にＤＩＶにおける中間時点での増加率、が有意な影響を及ぼしていた。電気機器産業に属す

る企業のうち、本研究で分析対象としている、特許出願上位500社に属するような企業で

は、特に、ＣＯＲＰにおける研究開発パイプラインのマネジメントが特許収益性に対して重

要であると考えられる。

電気機器産業において、ＣＯＲＰにおける研究が収益に対して距離があると考え、その規

模を縮小していく動きがあるが、本研究では、ＣＯＲＰにおける研究のマネジメントが収益

の決定要因として重要であり、そこでは単なる規模の削減や収益の重視ではなく、長期の

時間間隔で評価し、プロジェクトへの予算・人員の増加と、中止を、共に行うことが影響

を及ぼしているといえる。

第３に、電気機器産業のＤＩＶにおける研究開発パイプラインのマネジメントにおいて、

市場ニーズとの適合、ボートフオリオバランスのチェックなど、収益性を確保する上で重

要と考えられる要因は、電気機器産業のＣＯＲＰのマネジメントにおいては、逆に中止率を

減少させ、特許収益性を押し下げている可能性があることが示された。

ＣＯＲＰでの研究開発プロジェクトの選択と集中が、市場ニーズやボートフォリオバラン
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スを重視する度合いとは逆の因果関係を持っている可能性があることから、ニーズ適合や

ボートフオリオバランスに依存しない、他の要因によって、ＣＯＲＰにおけるプロジェクト

の選択と集中が行われることが、正の影響を及ぼすと想定される。

本論文は、研究開発プロジェクトの評価と選択における組織能力に焦点をあてて、特に

日本の電気機器産業を対象とした分析と考察を行った。本論文の意義は次の３点にあると

考えている。第１に、関連研究において示唆されながらも、十分には検証されていなかっ

た論点について、検証していること。第２に、質問票調査によって収集したデータと、特

許収益'性のデータの両方を用いて、試みられることの少ない定量分析を行っていること。

第３に、（１）ラインが評価に参加すること、（２）全社的研究所のマネジメントが収益性

の決定要因として重要であること、（３）全社的研究所のマネジメントにおいては、定量的

な評価手法の活用が逆効果となる可能性があること、という、一般に言われている内容と

は異なる内容が有効であるとの分析結果を得ていること、である。以上により、これらの

３点が、日本の電気機器産業における研究開発プロジェクトの評価と選択について、組織

能力の一部を構成する要因であると考えられる。

研究の限界としては、次の２点があげられる。第１に、サンプル数、データの制約であ

る。特に産業別の分析では、特許収益性６が特許取得件数上位500社に限定されているた

め、データ数が十分に確保されていない。第２に、開発プロジェクトの選択比率が、研究

開発マネジャーの経験に基づく推定値である’２．

今後の課題としては、次の３点があげられる。第１に、成果指標の多様化である。本研

究で使用した特許収益性６の他にも、特許取得件数、特許引用数、ライセンス収入、新製

品比率、研究者数、など、複数の成果指標を設定した総合的な分析を行うことで、より多

くの知見が明らかになると考えられる。第２に、分析データの問題点への対応である。認

知データによる術撒的な分析ではなく、特定の技術領域に絞って、本来的な研究開発パイ

プラインの定義にのっとって、技術シーズの数を測定し、分析を行う。第３に、電気機器

産業における本社研究所のマネジメントの今後の展開について、注意深く観察する。本論

文は、定量分析によって因果関係を分析しているが、得られた知見が実際にどのような現

象として観察されるかは、非常に興味深い。
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